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平 成 3 0 年 6 月 8 日 

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局 

 

スマホで簡単確認！ 身近な河川どれくらい浸水するの？ 
～梅雨や台風に備え、想定最大規模の洪水浸水想定区域が簡単に確認できるようになりました～ 
 

国土交通省では、住民の方々の避難を迅速化し「逃げ遅れゼロ」を目指す取組みの一つとして、

全国109水系の国管理河川における洪水浸水想定区域（想定最大規模）※を、本日より国土交通省

ハザードマップポータルサイトの「重ねるハザードマップ」で簡単に確認できるように改良しました。 

※想定される最大規模の降雨により河川が氾濫
はんらん

した場合に浸水が想定される区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【添付資料】 

平成30年度の改良ポイント 

 

＜問い合わせ先＞ 
（ハザードマップポータルサイトについて） 

水管理・国土保全局防災課 大規模地震対策推進室 
室長 川村 謙一  課長補佐 伊藤 裕之 
代表電話：03-5253-8111 (内線35-713、35-722) 直通電話:03-5253-8438 FAX:03-5253-1607 

（洪水浸水想定区域（最大想定規模）について） 
水管理・国土保全局河川環境課 水防企画室 
室長 西澤 賢太郎  課長補佐 望月 嘉徳 
代表電話：03-5253-8111 (内線35-451、35-454) 直通電話:03-5253-8460 FAX:03-5253-1603 

（ハザードマップポータルサイトのシステムについて） 
国土地理院 応用地理部 
環境地理情報企画官 諏訪部 順  地理情報処理課長補佐 山崎 航 
直通電話:029-864-6269、029-864-6922 FAX:029-864-1804 

検 索ハザードマップ

国土交通省ハザードマップポータルサイト 

https://disaportal.gsi.go.jp/ 

同時発表：国土地理院 

「重ねるハザードマップ」での洪水浸水想定区域（想定最大規模）の表示 

住所検索機能やGPS機能を使うことで、
自由にお好きな場所をご覧いただけます。 

クリックするとその地点での 
洪水による浸水深が表示されます。 

【添付資料】 

① 洪水浸水想定区域（想定最大規模）の表示方法 

② 国土交通省ハザードマップポータルサイトについて 



洪水浸水想定区域（想定最大規模）の表示方法

これまで各地方整備局等のHPで河川ごとに公表していた国管理河川の洪水浸水想定区域（想定最大規模）が、
ハザードマップポータルサイトの重ねるハザードマップで簡単にご覧いただけるようになりました。

※トップページ
https://disaportal.gsi.go.jp/

トップページ※の
「重ねるハザードマップ」にある
“洪水”のピクトクラムをクリック
するだけで、ご覧いただけます！

今回の改良これまで

各地方整備局等のHPへのリンク集

各地方整備局等のHPへのリンク

添付資料①

住所検索機能やGPS機能を使うことで、
自由にお好きな場所をご覧いただけます。

クリックするとその地点での洪水に
よる浸水深が表示されます。

洪水によって想定される浸水深：3.0～5.0m

他の災害リスク情報と重ねて表示することもできます。



〇 災害から命を守るためには、身のまわりにどんな災害が起きる危険性があるのか、どこへ避難すればよいの
か、事前に備えておくことが重要。

○ 国土交通省では、防災に役立つ様々なリスク情報や全国の市町村が作成したハザードマップを、より便利に
より簡単に活用できるようにするため、ハザードマップポータルサイトを公開中。

国土交通省ハザードマップポータルサイト

国土交通省ハザードマップポータルサイトhttps://disaportal.gsi.go.jp/ 検 索ハザードマップ

わがまちハザードマップ重ねるハザードマップ （平成19年4月～）（平成26年6月～）

全国各市町村のハザードマップを検索防災に役立つ様々なリスク情報を１つの地図上に重ねて表示

洪水ハザードマップ

土砂災害ハザードマップ

①市区町村名を選択
津波ハザードマップ

高潮ハザードマップ

火山防災マップ

洪水浸水想定＋津波浸水想定

重ねたい情報を
パネルから選択

②ハザードマップの
種類を選択

添付資料②

洪水浸水想定

土砂災害警戒区域等

津波浸水想定

ピクトグラム
から選択



九 州 地 方 整 備 局
Kyushu Regional Development Bureau

筑 後 川 河 川 事 務 所
地点別浸水シミュレーション検索システム ～概要説明～

地点別浸水シミュレーション検索システム（http://suiboumap.gsi.go.jp/）では、自宅や職場など任意の地点に
ついて、洪水による浸水リスクを確認することができます。

洪水時の被害を最小限にするためには、住民のみなさん一人一人や企業などが日頃から洪水による被害のリ
スクを把握し、早めに避難行動をとることが重要となります。

②浸水想定を知る

堤防決壊（破堤）後、どこが・いつ・ど
のくらい浸水するか、の変化をアニメ
ーションやグラフで見られます。

①想定破堤点を知る

どの河川のどこの地点が決壊（破堤）
したら、自宅や会社などが浸水するの
かがわかります。

③河川の水位情報を知る

大雨の際に、どこの水位観測所の情報
を見ておけば良いのか、また現在の水
位はどの程度なのかがわかります。

２．情報からわかるリスク

①浸水深・・・・・・・・・・・浸水深が深くなると、歩行や自動車の走行に支障をきたし、避難行動が困難になります。

②氾濫水到達時間・・・堤防が決壊して避難しようとしても、氾濫水の到達が早く避難行動が困難な場合があります。

③浸水継続時間・・・・・浸水継続時間が長くなると、水や食料がなくなったり、病人が出た場合の対応が困難な場合があります。

１．確認できる情報・・・①想定破堤地点、②浸水想定、③河川の水位情報

破堤点 浸水想定範囲

最大浸水を
もたらす破堤点

堤防決壊からの時間

水位観測所 リンクより各水位観測所データへ
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平成２９年１２月１日

 九 州 地 方 整 備 局

「九州北部緊急治水対策プロジェクト」により緊急的な治水対策を進めます 

～九州北部豪雨で甚大な被害を受けた河川においてハード･ソフト一体となった対策を実施～

九州北部豪雨で甚大な被害を受けた河川において、「九州北部緊急治水対策プロジェ

クト」として、再度災害の防止・軽減を目的に、今後概ね５年間（平成３４年度目途）

で緊急的・集中的に治水機能を強化する改良復旧工事等を河川事業・砂防事業が連携

しながら実施するとともに、洪水時に特化した低コスト水位計の設置、浸水実績や地

形情報等を活用したまちづくりの検討を支援します。 

＜九州北部緊急治水対策プロジェクト＞ 
〇全体事業費 約 1,670 億円・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料１ 

〇事業内容 堤防整備、河道掘削、護岸整備、砂防堰堤 など 

〇実施河川 
［国管理河川］筑後川水系筑後川・花月川、遠賀川水系彦山川、山国川水系山国川 

［県管理河川］筑後川水系桂川・北川・白木谷川・赤谷川・大肥川・小野川 など 

〇主なポイント 
 河川・砂防・地域が連携した復旧・・・・・・・・・・・・・・・資料２ 

大量の土砂や流木等により甚大な被害が発生したことを踏まえ、一定程度の降雨

に対し、山地部では土砂・流木の流出を防止する砂防堰堤等の整備、河川上流では、

土砂・流木を捕捉する貯留施設の整備、洪水･土砂を下流まで円滑に流す河道の改

修・河道形状の工夫を実施し、土砂・流木を伴う洪水氾濫を防止。 

また、地域と一体となって、今回の災害と同規模以上の降雨に対してさらに安全

性を高めるための検討を実施。 

 様々な事業・制度を活用した迅速な復旧・・・・・・・・・・・・資料３
土砂・流木等で大規模に施設が埋塞した筑後川水系赤谷川流域、白木谷川流域及

び北川流域の災害査定において、埋没した公共土木施設について掘り起こすことなく

「全損」として扱うことで、災害復旧への着手が大幅に迅速化。また、これら埋塞し

た河川で災害復旧事業（一定災）を初めて活用し、査定設計書の作成などの事務手続

き及び地方負担を軽減。

国が赤谷川上流部等において土砂、流木の流出を防止する砂防堰堤を整備すると

ともに、筑後川支川の整備と一体となって筑後川本川の整備を実施することで、被災

地の復旧を迅速化。

 危機管理型水位計の設置とリスク情報の活用・・・・・・・・・・資料４
九州北部豪雨では、洪水時に河川の状況をリアルタイムに把握できなかったこと

に加え、事前の想定とは異なる現象によって被害が発生。このため、洪水に特化した

低コストの水位計（危機管理型水位計）の設置を推進するとともに、浸水実績や地形

情報等を活用したまちづくりの検討を支援。

同時発表：水管理・国土保全局



（参考） 

上記のほか、台風第 18 号で被害を受けた大野川水系大野川・乙津川、番匠川水系番匠川・

井崎川及び津久見川水系津久見川などの河川においても速やかに対策を実施・・参考資料 

 
 
 
 

 

≪問い合せ先≫ 
   国土交通省 

九州地方整備局 河川部  
河川計画課（国管理河川関係） 

課  長 坂井 佑介（内線：3611） 
           直通：092(476)3523 

地域河川課（県管理河川関係） 
  課  長 吉村 俊一（内線：3811） 

 直通：092(476)3524 
 



九州北部緊急治水対策プロジェクト
九州北部豪雨では、７月５日の昼頃から夜にかけて強い雨域がかかり、筑後川、遠賀川、山国川の流域で短時

間に記録的な雨量を観測。筑後川右岸流域の河川では、堤防決壊等による浸水被害に加えて、大量の土砂・流木
を伴う洪水による甚大な被害が発生。
このため、甚大な被害を受けた河川において、「九州北部緊急治水対策プロジェクト」として、再度災害の防

止・軽減を目的に、全体事業費1,670億円により、ソフト対策と併せて概ね５年間で緊急的・集中的に治水機能を
強化する改良復旧工事等を実施。

①河川・砂防・地域が連携した復旧
 筑後川水系赤谷川流域では、一定程度の降雨に対し、山地部では土砂・流木の流出を防止する「砂防堰堤等の整備」、

河川上流では土砂・流木を捕捉する「貯留施設の整備」、洪水や土砂を下流まで円滑に流す「河道の改修、河道形状
の工夫」を実施し、土砂・流木を伴う洪水氾濫を防止。

 また、地域と一体となって、今回の災害と同規模以上の降雨に対してさらに安全性を高めるための検討を実施。

筑後川水系赤谷川における土砂・流木による埋塞状況

小河内川

乙石川

③危機管理型水位計の設置とリスク情報の活用

 九州北部豪雨では、洪水時に河川の状況をリアルタイムに把握できなかったことに加え、事前の想定と
は異なる現象によって被害が発生。このため、洪水に特化した低コストの水位計（危機管理型水位計）
の設置を推進するとともに、浸水実績や地形情報等を活用したまちづくりの検討を支援。

 併せて、洪水情報の携帯電話ユーザーへの直接配信や防災教育の充実に向けた支援等も実施。

水位計

河川全体の洪水等の状況を
把握できる代表的な箇所

重要施設等が
ある箇所

洪水氾濫の恐れ
の高い箇所

水位計

水位計

水位計の設置箇所のイメージ

②様々な事業・制度を活用した迅速な復旧
 土砂・流木等で大規模に施設が埋塞した筑後川水系赤谷川流域、白木谷川流域及び北川流域の災害査定において、埋

没した公共土木施設について掘り起こすことなく「全損」として扱うことで、災害復旧への着手が大幅に迅速化。
 また、これら埋塞した河川で災害復旧事業（一定災）を初めて活用し、査定設計書の作成などの事務手続き及び地方

負担を軽減。
 国が赤谷川上流部等において土砂、流木の流出を防止する砂防堰堤を整備するとともに、筑後川支川の整備と一体と

なって筑後川本川の整備を実施することで、被災地の復旧を迅速化。

資料２

資料３

資料４

大量の土砂で埋没した赤谷川

資料１
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遠賀川水系

※第2回災害対策等緊急事業推進費等の既発表分の事業費を含む。
※平成29年11月末時点で確定しているものを計上しているものであり、
今後、事業費は増額となることがある。

筑後川水系

山国川水系

九州北部緊急治水対策プロジェクト ハード対策＜事業費＞ 資料１

九州北部緊急治水対策プロジェクト ハード対策（H29.11末時点）

事業費 計 ： 約２８５億円
対象河川 ：筑後川、赤谷川、花月川 等

＜原形復旧関係＞
・河川事業 約 １３億円

＜改良復旧・再度災害防止関係＞
・河川事業 約 ７０億円
・砂防事業 約 ２０２億円

事業費 計 ： 約１，３３６億円
対象河川：桂川、北川、白木谷川、赤谷川、

大肥川、小野川 等

＜原形復旧関係＞
・河川事業 約 ５４５ 億円
・砂防事業 約 ６．７億円

＜改良復旧・再度災害防止関係＞
・河川事業 約 ６４７億円
・砂防事業 約 １３７億円

国 実施内容

県・市町村 実施内容

筑後川水系 約１，６２０億円

事業費 計 ： 約 １４億円
対象河川 ：彦山川

＜原形復旧関係＞
・河川事業 約 １１億円

＜改良復旧・再度災害防止関係＞
・河川事業 約 ３．２億円

事業費 計 ： 約 １６億円
対象河川：遠賀川

＜原形復旧関係＞
・河川事業 約 １６億円

遠賀川水系 約 ３０億円

国 実施内容

県・市町村 実施内容

事業費 計 ： 約 ２．４億円
対象河川 ：山国川

＜原形復旧関係＞
・河川事業 約 １．４億円

＜改良復旧・再度災害防止関係＞
・河川事業 約 １．０億円

事業費 計 ： 約 １７億円
対象河川：山国川

＜原形復旧関係＞
・河川事業 約 １２億円
・砂防事業 約 ３億円

＜改良復旧・再度災害防止関係＞
・河川事業 約 １．９億円

山国川水系 約 ２０億円

国 実施内容

県・市町村 実施内容

全体事業費 ：約１，６７０億円

事業期間 ：概ね５年間

実施内容 ：河川（河道掘削、築堤、護岸 等）
砂防（砂防堰堤、遊砂地 等）

※合計額は10億円単位で丸め

※合計額は10億円単位で丸め

※合計額は10億円単位で丸め

福岡県

大分県

熊本県

佐賀県

※合計額は10億円単位で丸め

九州地図

「九州北部緊急治水対策
プロジェクト」 実施箇所
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赤谷川（0k000～7k820)

【緊急災実施状況】

○平成29年7月の九州北部豪雨において大量の土砂や流木等により甚大な被害が発生した筑後川水系赤谷川等において
権限代行により緊急的に流路の確保を実施。（7/18～）

○今後、赤谷川等の治水安全度を高めるため、川幅を広げ、急な湾曲区間をゆるやかにして流れやすくすると
ともに流木等の貯留施設整備など、本格的な改良復旧工事を実施。

【筑後川水系赤谷川、大山川、乙石川】
事業費合計：約３３６億円

○主な事業内容
・河道整備（掘削、護岸）、流木等貯留施設 等

○実施事業
・災害復旧（一定災） 約３３６億円
・事業期間：概ね５年

＜凡例＞
：掘削、護岸等

➀

②

②

赤谷川（緊急復旧） 整備前 赤谷川（緊急復旧） 整備後

0

20

40

60

80

100

被災前河道 整備後

46 mm/h

85 mm/h

降

雨

(mm/h)

【改良復旧による整備効果】

被災前河道 整備後

１時間あたりの降雨 46mm/h → 85mm/h

（洪水の確率規模 1/3 → 1/50 )

①

被災前の
河道

：緊急復旧による
掘削範囲

赤谷川 整備イメージ

：本格的な改良復旧
による掘削範囲

九州北部緊急治水対策プロジェクト 筑後川水系赤谷川 等（河川）

【＜河川＞赤谷川災害復旧（一定災）】

筑
後
川

位置
図

福岡県

大分県

熊本県

佐賀県

施行箇所

-3-



① 桂川8k2付近の破堤状況

※福岡県単独事業との連携により、浸水被害を解消する。

①

凡例

：H29.7.5出水 浸水範囲

：災害復旧助成事業

：河川災害復旧等関連緊急事業

桂川

荷原川

桂川

筑後川

○ 平成29年7月九州北部豪雨により、桂川流域では、浸水戸数が７９６戸という甚大な浸水被害が発生しました。
○ そのため、災害復旧助成事業及び河川災害復旧等関連緊急事業等により、平成33年度の完成を目指して、浸水被害の

解消を図るため、河道掘削に加えて遊水地整備等の治水対策に着手します。

平面図

浸水戸数
・床上浸水 361戸
・床下浸水 435戸
・浸水面積約1,098ha

※ 桂川流域内

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

事業実施前 事業実施後

↑

浸

水

戸

数

（戸）

事業効果

床上
361戸

床下
435戸

0

九州北部緊急治水対策プロジェクト 筑後川水系桂川 等

【＜河川＞桂川・荷原川河川災害復旧等関連緊急事業 等】
かつらがわ

筑
後
川

位置図

福岡県

大分県

熊本県

佐賀県

施行箇所

【筑後川水系桂川、荷原川、新立川、妙見川】

○主な事業内容
・河道掘削、築堤、護岸整備、遊水地 等

○実施事業
・災害復旧助成事業

事業費：約１３４億円、事業期間：H29～H33
・河川災害復旧等関連緊急事業

事業費：約３５０億円、事業期間：H29～H33

河道掘削 護岸護岸

標準断面図 復緊事業 整備イメージ

護岸護岸

標準横断図 助成事業 整備イメージ

河道掘削

▽H.W.L

いないばるがわ

▽H.W.L
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おおひ がわ

①

▽ H . W . L  7 4 . 1 6

標準断面図復緊事業 整備イメージ

浸水戸数
・床上浸水 147戸
・床下浸水 51戸
・浸水面積約198ha

凡例

：H29.7.5出水 浸水範囲

：災害復旧助成事業

：河川災害復旧等関連緊急事業

河道掘削

築堤

床下

51戸

床上

147戸

0

50

100

150

200

250

0

事業効果

浸
水
戸
数

（戸）

事業実施前 事業実施後

▽H.W.L

①ＪＲ橋、市道橋の流木による閉塞状況

福岡県

大分県

助成事業 整備イメージ 標準断面図

築堤
護岸

▽H.W.L

※ 大肥川流域内

九州北部緊急治水対策プロジェクト 筑後川水系大肥川 等

【筑後川水系大肥川、宝珠山川 鶴河内川】

○主な事業内容
・河道掘削、築堤、護岸整備 等

○実施事業
・災害復旧助成事業

事業費：約９４億円、事業期間：H29～H33
・河川災害復旧等関連緊急事業

事業費：約５０億円、事業期間：H29～H33

筑
後
川

位置図

福岡県

大分県

熊本県

佐賀県

施行箇所

【＜河川＞大肥川河川災害復旧等関連緊急事業 等】
おおひがわ

○ 平成29年7月九州北部豪雨により、大肥川流域では、浸水戸数１９８戸という甚大な浸水被害が発生しました。
○ そのため、災害復旧助成事業及び河川災害復旧等関連緊急事業により、平成33年度の完成を目指して、浸水被害の

解消を図るため、河道掘削等の治水対策に着手します。

河道掘削
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筑後川復緊事業区間
延長 約5.0km

福岡県
朝倉市

東峰村

A

A’

福岡県
うきは市

大分県
日田市

B

B’

※北川・白木谷川・赤谷川・大肥川

流域の浸水戸数の合計値

筑後川復緊事業の考え方

：河川改修により流下能力が増大する支川

←筑後川

大
肥
川

赤
谷
川

白
木
谷
川

※支川の流下能力の増大に対して、
本川で河川整備を実施する必要がある区間（復緊区間）

浸水戸数 ※

・床上浸水 184戸

・床下浸水 90戸

・浸水面積 約278ha

筑
後
川

位置図

福岡県

大分県

熊本県

佐賀県

施行箇所

➀ 赤谷川（被害状況）

赤谷川

② 白木谷川（被害状況）

白木谷川

【筑後川水系筑後川】

○主な事業内容
・河道掘削、築堤、護岸整備 等

○実施事業
・河川災害復旧等関連緊急事業

事業費：約５２億円
事業期間：H29～H33

【＜河川＞筑後川河川災害復旧等関連緊急事業】

○ 平成29年7月九州北部豪雨により、甚大な被害が発生した筑後川右岸の支川において、災害復旧事業等による河川改
修を実施して流下能力の向上を図ることとしています。そのため、筑後川本川においても一体的に河川改修を実施する
必要があることから、河川災害復旧等関連緊急事業（復緊事業）として、河道掘削、築堤等を実施します。

整備イメージ図（A－A’断面）

HWL

築堤

A－A’

河道掘削

H=約6m

B=約25m

▽H.W.L

護岸工

整備イメージ図（B－B’断面）

：河川改修を実施する支川

：H29.7浸水範囲

凡 例

北
川

資料３－２九州北部緊急治水対策プロジェクト 筑後川水系筑後川
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凡 例

砂防堰堤

強靱ワイヤーネット

遊砂地

平面図

砂防堰堤工（イメージ）

災害関連緊急事業(H29実施)

特定緊急砂防事業(H30以降実施予定)

災害対策等緊急事業推進費
(H29実施)

強靱ワイヤーネット工（イメージ）

遊砂地工（イメージ）

詳細位置については変わる場合があります

【筑後川水系赤谷川 等＜砂防事業＞】

筑
後
川

位置図

福岡県

大分県

熊本県

佐賀県

施行箇所

資料１－２九州北部緊急治水対策プロジェクト 筑後川水系赤谷川 等（砂防）

○ 筑後川水系赤谷川流域において、現在、流域内に堆積した不安定土砂等の再移動による二次災害を防ぐための緊急的な
砂防工事を実施しています。

○ 今後、災関事業に引き続き、流域全体の土砂洪水氾濫を防止するため、発災後概ね5年間で集中的に砂防堰堤の整備を
実施します。

○ さらに、特緊事業の効果を早期に発現させるため、「災害対策等緊急事業推進費（推進費）」を活用することにより、
速やかに砂防堰堤の整備を実施します。

あかたにがわ

「直轄砂防災害関連緊急事業（災関事業）」

「特定緊急砂防事業（特緊事業） 」

特緊 事業

推進費
（特緊事業の内数）

事業費 約27億円 約175億円 5.4億円

整備内容
砂防堰堤工2基
遊砂地工1基
強靱ﾜｲﾔｰﾈｯﾄ工4基

砂防堰堤工24基 砂防堰堤工1基

事業期間 平成29年度
平成29年度
　　　～
平成34年度

平成29年度

事業名 災関事業

-7-



河川（改修後）

河川（現況）

土砂災害警戒区域移転

浸水実績範囲

避難所

宅地嵩上げ

水位計

地形情報（谷底平野）

洪水や土砂を円滑に流す

⃝ 一定規模の降雨を流下させるための河道の改修
（赤谷川：1／50規模）

⃝ 流砂能力を向上させるための河道形状の工夫

土砂・流木を捕捉する

⃝ 河道に流入した土砂・流木の下流への流出を抑制するた
めの貯留施設の整備

土砂・流木の流出を防止する

⃝ 土石流・土砂･流木の流出を防止するための砂防堰堤等の
整備（35渓流）

土砂流出量の変化に順応的に対応する

⃝ 山地からの土砂流出や河道内の土砂堆積・洗掘等のモニタ
リングの実施

地域と一体となって激甚な災害に備える＜提案＞

横断形状を複断面化
縦断勾配の局所的な

変化等を是正

⃝ 今回の災害と同規模以上の降雨に対して、さらに安全性を
高めるためのソフト対策、まちづくりの検討

改修前

改修後

←

標
高

距離（ｋｍ）→

現況河床高

改修後の河床高

（T.P.m）

河川拡幅に伴う横断工作物改築（落差工の改築）
等により流砂能力の向上を図る

＜施設配置イメージ＞

HWL

複断面化により流砂能力を向
上させることで堆積を抑制

堆積土砂

今次洪水の浸水実績や地
形情報等を活用した住宅、
避難所等の配置の検討

洪水時の河川の状況をリアルタイムで把握
する水位計の設置、河川監視カメラの設置

河道等に堆積した土砂の
宅地の造成等への活用

上流域

中流域～
下流域

山地部
（発生域）

※朝倉市復興計画策定委員会における検討を支援

⃝ 土砂流出量の経年変化（減少）に応じて砂防堰堤の構造を
変更（不透過型→透過型）するための工夫の実施

不透過型の砂防堰堤

朝倉郡
東峰村朝倉市

日田市

砂防堰堤の設置候補地

貯留施設の設置候補地

河道改修区間

市町村界

筑後川
大分市

福岡市

床固め

平面イメージ

縦断イメージ

橋梁に集積する流木

・下流の流木による被害を抑制
・下流の河床上昇も抑制

床固め

・土砂・流木を捕捉

住宅地に氾濫する土砂・流木

九州北部緊急治水対策プロジェクト ～河川・砂防・地域が連携した復旧～

透過型の砂防堰堤

○一定程度の降雨に対して、山地部における土砂・流木流出を防止するための砂防堰堤等の整備、河川上流における河道に流入した土砂・流
木を捕捉するための貯留施設の整備、洪水・土砂を下流まで円滑に 流すための河道の改修・河道形状の工夫により、土砂・流木を伴う洪水氾
濫を防止。
○地域と一体となって今回の災害と同規模以上の降雨に対して、さらに安全性を高めるためのソフト対策、まちづくりの検討を実施。

資料２
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土砂・流木等で大規模に施設が埋塞した筑後川水系赤谷川流域、白木谷川流域及び北川流域の災害査定において、埋塞
の著しい公共土木施設について掘り起こすことなく「全損」として扱うことで、災害復旧への着手が大幅に迅速化。
また、これら埋没した河川で災害復旧事業（一定災）を初めて活用し、査定設計書の作成などの事務手続き及び地方負

担を軽減。

① 大量の土砂等による埋塞が著しい施設について、
「全損」として災害査定を実施。

●災害査定が迅速化され、
本格的な災害復旧事業
に早期に着手できます。

●改良復旧事業の計画検
討に早期に取りかかるこ
とができます。

地域の復旧・復興が迅速化

災害査定の運用 (効率化）

○対象河川
北川、白木谷川、赤谷川、乙石川、大山川等

②著しく被害を受けた一連区間について、川幅を拡げるなど
一定の計画に基づいて行う災害復旧事業（一定災）を、
土砂等により大きな被害を受けた今回の洪水対応に活

用。
■洪水による河岸の決壊の場合

■河川埋塞の場合

※一定災：広範囲にわたって被災し、その被災の程度が激甚であり、その被災施設を原形に復旧すること
が著しく不適当な場合において、当該災害を与えた 洪水、高潮、波浪、地すべり、崩壊等を対象
として被災後の状況に即応する被災箇所を含む区間全体にわたる一定計画のもとに施行する必
要最小限度の工事

災害復旧事業（一定災）の適用 (拡充）

○対象河川
北川、白木谷川、赤谷川、乙石川、大山川

従来

今回
（初めて適用）

査定設計書の作成などの事務手続き
及び地方負担が軽減

九州北部緊急治水対策プロジェクト ～災害復旧の迅速化～ 資料３
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その他

※プッシュ型配信：受信者側が要
求しなくても発信者側から情報が
配信される仕組み

〇九州北部豪雨では、洪水時に河川の状況をリアルタイムに把握できなかったことに加え、事前の想定とは異なる現象によって
被害が発生。このため、洪水に特化した低コストの水位計の設置を推進するとともに、浸水実績や地形情報等を活用したまち
づくりの検討を支援。

〇併せて、洪水情報の携帯電話ユーザーへの直接配信や防災教育の充実に向けた支援等も実施。

危機管理型水位計の設置

◆筑後川水系、遠賀川水系、山国川水系において、リアルタイムで水位を把握し、適時的確
な避難行動が可能となるよう、洪水時に特化した水位計（危機管理型水位計）の設置の支
援を推進。

リスク情報の活用

河川（改修後）

河川（現況）

土砂災害警戒区域移転

浸水実績範囲

避難所

宅地嵩上げ

水位計

地形情報（谷底平野）

福岡県朝倉市 大雨により、自分の家が洪水に巻き込まれるリスクを伝えるイラスト
⇒家や通学路のリスク情報の収集を促す

【水害時のリスクを子供たちにも
分かりやすく伝えるイラスト】

【九州北部豪雨
の災害資料】

◆今次洪水の浸水実績や土砂災害警戒区域、地形等の情報を活用した住宅、避難所等の
配置の検討を支援。

朝倉市は平成30年3月を目途に復興計画を策定予定であり、朝倉市復興計画策定委員会における検討を支援

＜危機管理型水位計の概要＞

浸水実績や地形等の情報を活用した住宅、避難所等の配置検討イメージ

◆来年の出水期までに、国管理河川（筑後川水系、遠賀川水系、山国川水系）において、洪水情報を直接携帯電話等に送信する緊急速報メールの配信を実施。
◆筑後川、遠賀川、山国川の大規模氾濫減災協議会に参画する全４７市町村において、九州北部豪雨の災害資料や子供にも分かりやすいイラストを活用し、防災教育の支援※を推進。

〇長期間メンテナンスフリー
・無給電５年以上稼働

〇初期コストの低減
・水位計100万円/台以下

（従来の水位計の１／１０以下のコスト）
〇維持管理コストの低減

・洪水時にのみに特化した水位観測に
よりデータ量を低減し、通信コスト
を縮減

水位計

重要施設等が
ある箇所

洪水氾濫の恐れ
の高い箇所

水位計

水位計

水位計の設置箇所のイメージ

<洪水情報の携帯電話ユーザーへの直接配信イメージ（プッシュ型）> <防災教育の支援イメージ>

・雨量情報や河川ごとの洪水情報の危険度分布情報は提供されていたものの、河川の状況をリアルタイムに把握する手段がなく、住民への情報
提供ができなかった。

・土砂災害警戒区域や浸水想定区域の指定の際の想定とは異なる現象によって被害が生じた地域もあった。

九州北部豪雨での主な課題（ソフト対策）

河川全体の洪水等の状況を
把握できる代表的な箇所

対 応 策

福岡県久留米市

※指導計画の作成支援やリスク情報の普及等

九州北部緊急治水対策プロジェクト ～危機管理型水位計の設置とリスク情報の活用～ 資料４
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番匠川

筑
後
川

大野川

番匠川水系番匠川＜河川＞
・原 因 ： 平成29年9月台風18号
・事業費 ： 約 1.0億円
・事業期間 ： 平成29年度
・実施箇所 ： 大分県佐伯市（さいきし）

ばんじょうがわ ばんじょうがわ

番匠川水系井崎川＜河川＞
・原 因 ： 平成29年9月台風18号
・事業費 ： 約 1.4億円
・事業期間 ： 平成29年度
・実施箇所 ： 大分県佐伯市（さいきし）

ばんじょうがわ いさきがわ

大野川水系大野川＜河川＞
・原 因 ： 平成29年9月台風18号
・事業費 ： 約 2.0億円
・事業期間 ： 平成29年度
・実施箇所 ： 大分県大分市（おおいたし）

おおのがわ おおのがわ

筑後川水系筑後川＜河川＞

・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約 51.7億円 ：復緊事業全体事業費

※工事諸費等を含む
うち、約 12.0億円 ：H29災害推進費

・事業期間 ： 平成29年度～平成33年度
・実施箇所 ： 福岡県朝倉市（あさくらし）

ちくごがわ ちくごがわ

復緊事業

※復緊事業 ： 「河川災害復旧等関連緊急事業」の略称

筑後川水系赤谷川 等＜砂防＞

・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約 175億円 ：特緊事業全体事業費

※工事諸費等を含む
うち、約 5.4億円 ：H29災害推進費

・事業期間 ： 平成29年度～平成34年度
・実施箇所 ： 福岡県朝倉市（あさくらし）

ちくごがわ あかたにがわ
特緊事業

※特緊事業 ： 「特定緊急砂防事業」の略称

第３回災害対策等緊急事業推進費等 実施箇所（国管理河川等）

第３回災害推進費（国管理河川等）
： 約21.8億円

凡例

：第3回災害推進費（今回）

凡 例

：災害推進費＜河川＞（復緊事業）

：災害推進費＜河川＞

：災害推進費＜砂防＞（特緊事業）

参考

○ 九州北部豪雨、及び台風１８号などの影響で、河川の氾濫による浸水被害や土砂災害が発生した地域において、第３
回災害対策等緊急事業推進費（災害推進費）を充当し、再度災害の防止対策に着手します。これにより、新たに事業が
採択され、今回の災害推進費以降も引き続き対策を集中的に実施していきます。
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津久見川
筑
後
川

山国川

第３回災害対策等緊急事業推進費、災害復旧事業等 実施箇所（県管理河川）

※関連事業 「災害関連事業」の略称
助成事業 「災害復旧助成事業」の略称
復緊事業 「河川災害復旧等関連緊急事業」の略称
激特事業 「河川激甚災害対策特別緊急事業」の略称

第3回災害推進費（県管理河川）
： 約58.9億円

災害復旧（一定災）・改良復旧事業
： 約671億円

凡例

：第3回災害推進費（今回）

凡例

：災害推進費（復緊事業）＋改良復旧事業

：災害推進費（激特事業）

：災害推進費

：災害復旧（一定災）・改良復旧事業

筑後川水系桂川・荷原川 等
・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約134億円 ※助成事業

約350億円 ※復緊事業全体事業費
うち約 50億円 ※災害推進費（Ｈ２９）

・事業期間 ： 平成29年度～平成33年度
・実施箇所 ： 福岡県朝倉市（あさくらし）

ちくごがわ かつらがわ いないばるがわ

復緊事業

助成事業

筑後川水系北川
・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約50.9億円 ※一定災
・事業期間 ： 平成29年度～平成31年度
・実施箇所 ： 福岡県朝倉市（あさくらし）

ちくごがわ きたがわ

筑後川水系白木谷川
・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約37.2億円 ※一定災
・事業期間 ： 平成29年度～平成31年度
・実施箇所 ： 福岡県朝倉市（あさくらし）

ちくごがわ しらきたにがわ

筑後川水系赤谷川・乙石川・大山川
・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約336億円 ※一定災
・事業期間 ： 平成29年度～平成33年度
・実施箇所 ： 福岡県朝倉市（あさくらし）

ちくごがわ あかたにがわ おといしがわ おおやまがわ

一定災

一定災

一定災

筑後川水系大肥川 等
・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約 94.0億円 ※助成事業

約 50.0億円 ※復緊事業全体事業費
うち、約 4.5億円 ※災害推進費（Ｈ２９）

・事業期間 ： 平成29年度～平成33年度
・実施箇所 ： 大分県日田市（ひたし）

福岡県東峰村（とうほうむら）

ちくごがわ おおひがわ

復緊事業

助成事業

筑後川水系小野川
・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約11.0億円 ※関連事業
・事業期間 ： 平成29年度～平成31年度
・実施箇所 ： 大分県日田市（ひたし）

ちくごがわ おのがわ
関連事業

筑後川水系有田川
・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約7.7億円 ※関連事業
・事業期間 ： 平成29年度～平成31年度
・実施箇所 ： 大分県日田市（ひたし）

ありたがわちくごがわ
関連事業

津久見川水系津久見川
・原 因 ： 台風18号豪雨
・事業費 ： 約43.7億円 ※激特事業全体事業費

うち、約 2.5億円 ※災害推進費（Ｈ２９）
・事業期間 ： 平成29年度～平成34年度
・実施箇所 ： 大分県津久見市（つくみし）

つくみがわ つくみがわ

激特事業

山国川水系山国川
・原 因 ： 平成29年7月九州北部豪雨
・事業費 ： 約 1.9億円 ※災害推進費
・事業期間 ： 平成29年度
・実施箇所 ： 大分県中津市（なかつし）

やまくにがわ やまくにがわ
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九州地方整備局

【解説】
地震の揺れがおさまり帰宅したら津
波が家に！ドアの外に水がたまると
玄関が開かなくなる！津波や水害が
発生したときに起こる危険な状況を
カードゲームにしました。
子供たちが遊びながら防災について
学ぶことができます。防災教育の時
間、休み時間や放課後に、みんなで
ワイワイ遊んで防災力を身につけよ
う！

学校で授業を行う先生方をはじめ、皆様に防災教育に取り組んでいただく際に役立つ情報・コンテンツとして、国
土交通省の最新の取組内容や授業で使用できる教材例・防災教育の事例など8機関75サイトを紹介しています。

「防災教育ポータル」の紹介（１／２）

（掲載例：その１） 「命を守る」イラスト集 【解説】
子どもたちが遊びながら防災につい
て学ぶことができるカードゲーム
「このつぎなにがおきるかな？」は
、津波や水害が発生したときに起こ
る危険な状況をカードゲームにした
ものです。ダウンロードして防災教
育の時間、休み時間や放課後に、み
んなでワイワイ遊んで防災力を身に
つけよう！また、先生が授業で使用
できるよう、イラスト集も掲載して
います。

（掲載例：その２） 防災カードゲーム「このつぎなにがおきるかな？」

◇防災教育ポータルはこちら☞（http://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/index.html)

でもアクセスできます。◇

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/index.html


九州地方整備局

【解説】
授業の指導計画・
プリントを作成す
る際の素材として
、防災に関する写
真・イラスト等を
紹介しています。

学校で授業を行う先生方をはじめ、皆様に防災教育に取り組んでいただく際に役立つ情報・コンテンツとして、国
土交通省の最新の取組内容や授業で使用できる教材例・防災教育の事例など8機関75サイトを紹介しています。

「防災教育ポータル」の紹介（２／２）

（掲載例：その３）すぐに使える教材パッケージ

【解説】
どのような授業に
するか、具体的な
内容について参考
にできるものが欲
しいという方向け
に、教材・解説書
などのすぐに使え
る教材パッケージ
を紹介しています
。

（掲載例：その４）伝わりやすい写真やイラスト

（掲載例：その５）これから始める際の進め方

（掲載例：その６）学年別・分野別の事例

【解説】
どのような授業
にするか、具体
的な内容につい
て参考にできる
ものが欲しいと
いう方向けに、
他校での授業事
例等を紹介して
います。

【解説】
防災教育の進め方
等に関する、手引
き・ガイドライン
等を紹介していま
す。

◇防災教育ポータルはこちら☞（http://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/index.html)

でもアクセスできます。◇

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/index.html




kasenalarm-entry
        @qsr.mlit.go.jp

空メール

登録案内メール

トップ画面

【ご登録は以下の方法で】
空メールの送信

登録画面

川の防災情報　パソコン

河川情報アラームメール　携帯電話

地デジによる河川防災情報の提供　テ レ ビ

トップ画面のメニューからさまざまな川に関する情報を確認することができます。

川の水位・雨量

川の現在の水位や雨量、時間的な変化を確認できます。
また、水位と横断図の関係より危険度を把握できます。

カメラの画像

お近くの現在の川の様子をカメラ画像により
確認することができます。 スマートフォンでも手軽に河川情報を入手できます。

GPS 機能により現在地周辺の情報も確認できます。

レーダ雨量

九州地方の雨量・水位情報を携帯メールでお知らせします

雨雲情報

水位情報

周辺地域の雨域や雨雲の状況をレーダ雨量により確認できます。
（Cバンド、XRAIN）

クリック

水位 浸水想定区域図

河川カメラ

水位と横断図の関係

水位や雨量の
時間的な変化

　お近くの地域の「雨の状況」、「川の水位と危険度」、「洪水に関する予警報」、「川のカメラ画像」などの情報をリアルタイム
で確認することができます。自ら危険性を把握することで、適切な防災行動などにお役立てください。

　地上デジタル放送（データ放送）にておいて、川の水位・雨量情報を提供しています。ご自宅のテレビでいつでも手軽に川
の水位・雨量の防災情報を入手することが可能です。

※九州内のNHK各局および九州内一部の民放局において確認できます。

「川の防災情報」のスマホ版が登場！

スマートフォン版
QRコード

■雨量観測所を地図上に
　円マークで表示。
■雨量は強さに応じて
　4段階の青の濃淡で表示。

30～
15～
4～
1～

強

弱

平常水位 水防団待機水位
（レベル 1）

氾濫注意水位
（レベル 2）

避難判断水位
（レベル 3）

氾濫危険水位
（レベル 4）

（注意）機器の故障や保守点検のため、データが欠測する場合があります。

■水位（危険度）に応じての 5段階に色分け

（注意）雨や川の状況によっては早めに、避難勧告等が発令される場合もありま
　　　　すので、市町村からの情報に注意して下さい。

※アラームメールは水位到達後、メール通知まで20分程度の
　時間を要します。

「川の防災情報」で提供される河川情報を携帯電話のメールにてお知らせします。
提供される情報は九州管内の雨量観測所と水位観測所です。
URLサイトを見なくても広域的な河川情報を受信することができます。

雨量・水位が基準値※1 になればメールを受信
※１　水位の基準値は、計画高水位、はん濫危険水位、避難判断水位、はん濫注意水位、水防団待機水位です。
　　　雨量の基準値は気象庁の「警報・注意報発表基準」を用いて、対象となる雨量観測所の基準値とします。

お好みのアラーム設定が可能※2
※２　対象とする水位及び雨量観測所の選択はもちろん、基準値の値も任意に設定が可能となります。
　　　たとえば、早めにメールを受信したい場合には基準値を低くしたり、逆にメールの配信を減らしたい場合には
　　　基準値を高くしたりすることができます。

　空メール送信後、河川情報アラームメールサ
ービスからの登録案内メールを受信します。
　受信拒否設定、アドレス指定受信設定をされ
ている方はあらかじめ解除をお願いします。

メール配信を希望する
水系・河川を選択します

メール配信を希望する
観測所を選択します

アラームメール例
洪水時において、雨量および水位の状況により

注意情報をメールでお知らせします



○激甚化・頻発化する洪水等の被害軽減に向け、既設ダムを有効活用するダム再生をより一層推進する方策
として 「ダム再生ビジョン」が策定されました（平成２９年６月）。

○「ダム再生ビジョン」に基づき、九州地方整備局管内の直轄管理ダム（全８ダム）において、平成３０年４月より
「特別防災操作」の運用を開始します。

○今後、ダム下流の河川で被害が発生している場合等、ダム下流の河川管理者又は自治体等からダム放流量
の減量要請があった場合、ダム管理者が特別防災操作実施の可否を判断し特別防災操作へ移行します。
なお、当面は台風にともなう洪水を対象として試行します。

特別防災操作 （洪水中に下流への流量を低減させる操作）

特別防災操作

本則操作

【判断のポイント】

放流量の減量要請を受けたダム管理者は、特別
防災操作実施の可否について、以下の①～③を
確認し判断する。
①次期洪水の恐れがないか

洪水調節によって貯留した水量を平常時最高貯水位

（常時満水位）まで低下させる期間に次の洪水が発生
しないことを予測で確認。

②洪水の終了が見通せるか
雨量のピーク及び降雨の終了、次の雨域がないこと
を予測で確認。

③残貯水容量に余裕があるか
ダムの残貯水容量に余裕があり、更に貯留すること
が可能か確認。

【河川管理者又は自治体等からの減量要請】

ダム下流の河川で、洪水被害が発生又は発生の
恐れがある場合、ダム下流の河川管理者又は自
治体等は、ダム管理者へ特別防災操作の要請を
行う。
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